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１．調査目的 

 大阪府内の各市町村におけるたばこ対策の状況を総合的に評価し、その状況を相互に比較するこ

とにより、たばこ対策の推進に寄与することを目的とする。 

 

２．調査対象と方法 

大阪府内各市町村のたばこ対策担当者宛てに「たばこ対策の自己点検票」を平成 24 年 3 月に送

付し、平成 23 年度におけるたばこ対策の状況について回答を依頼した。「たばこ対策の自己点検票」

は市町村版と都道府県版からなるが、今回は市町村のみを対象に調査を行った。今回の調査に先立

ち、平成 22 年 3～5 月に実施した第 1 回調査で明らかになった内容面の問題点を踏まえて、「たば

こ対策の自己点検票」を改訂した。調査票の主な改訂内容は、①受動喫煙の防止については規制の

内容と実態を区別して回答できるように変更したこと、②禁煙支援・治療については市町村が医師

会等の外部機関に委託している保健事業における禁煙支援の取り組みを正確に把握できるように

設問を改良したこと、③第 1 回調査で十分活用されることのなかった記入用マニュアルを廃止し、

記入上の留意点等は自己点検票の中に記載するように変更したこと、である。 

回収は、平成 24 年 4 月までに行い、回収率は 100%であった。市町村から提出された調査票を確

認し、未記入点や記入内容の矛盾点などを市町村に確認するため、平成 24 年 4 月から 6 月にかけ

て再調査を実施した。 

 

３．調査内容 

たばこ対策を包括的に評価するため、「受動喫煙の防止」「禁煙支援・治療」「喫煙防止」「情報提

供・教育啓発」「たばこ対策の推進体制」の 5領域を設定している（図表１）。 

まず「受動喫煙の防止」において、官公庁と市町村立の学校を対象に、それらの施設別に受動喫

煙の規制の内容、規制のレベルを評価した。受動喫煙の規制の内容は「敷地内禁煙」、「建物内禁煙」

「喫煙室を設けた空間分煙」「その他」の 4段階、規制のレベルは「罰則ありの条例」「罰則なしの

条例」「規則・通知等」「規制なし」の 4段階に分類し、評価した。ただし、規制の内容が「喫煙室

を設けた空間分煙」「その他」である場合は、受動喫煙防止対策として十分でないため、規制のレ

ベルを「規制なし」として評価した。 

「禁煙支援・治療」においては、各種保健事業における取り組み、たばこ対策事業としての取り

組み、禁煙治療のアクセスを評価した。保健事業における禁煙支援の取り組みについては、実施状

況を「喫煙者全員に実施」「一部の喫煙者に実施」「未実施」の 3 段階、支援の内容を「3 分未満の

個別指導」「3分以上の個別指導」「集団教育・講義」「グループ学習」に分類して評価した。禁煙治

療へのアクセスについては、個別に市町村に調査を実施するのではなく、調査が終了した平成 24

年6月時点での全国の市町村別の保険による禁煙治療施設のデータ（日本禁煙学会ホームページ「禁

煙治療に保険が使える医療機関数と総計」）を用いた。 

「喫煙防止」においては、学校における喫煙防止教育の校種別の実施状況、青少年の喫煙防止の

ための委員会の設置状況、たばこ販売へのアクセスについて評価した。たばこ販売へのアクセスに



2 

ついては、個別に市町村に調査を実施するのではなく、平成 19 年の経済産業省の商業統計調査の

コンビニエンスストアの数を用いた。 

「情報提供・教育啓発」においては、講演会の実施、冊子の配布などの情報提供、教育啓発の取

り組みについて評価した。 

「たばこ対策の推進体制」においては、たばこ対策推進のための委員会の設置、たばこ対策担当

者・専従体制、たばこ対策関連費用について評価した。 

 

図表１ 自己点検票の構成内容 

自己点検票の構成内容
たばこ対策の領域 市町村版 都道府県版

受動喫煙の防止 官公庁（市役所、議会庁舎等の場所別）
学校（市町村立幼稚園等の校種別）

官公庁、学校（都道府県立、私立、大学等）、
医療機関、職場（民間職場）、飲食店、公共
交通機関（鉄道、ﾊﾞｽ、ﾀｸｼｰ）

禁煙支援・治療 健診等の保健事業における取組み
（母子健康手帳交付時、国保の特定健診等）
たばこ対策事業としての取組み
（禁煙治療や補助剤への費用補助等）
禁煙治療へのアクセス
（人口・面積あたり）

喫煙防止 喫煙防止のための委員会の設置
学校における喫煙防止教育の実施状況
（市町村立小・中・高の校種別に把握）
たばこ販売へのアクセス
（人口・面積あたりのコンビニエンスストア数）

学校における喫煙防止教育の実施状況
（都道府県立高校、私立中・高の校種
別に把握）

情報提供・教育啓発 講演会・セミナー等の実施、ホームページ・広報
誌で情報を提供、等

たばこ対策の推進体制 喫煙率減少の数値目標の設定
たばこ対策推進のための委員会の設置
たばこ対策担当者・専従体制
たばこ対策費用

喫煙率減少の数値目標の設定
たばこ対策推進のための委員会の設置
たばこ対策担当者・専従体制
たばこ対策費用

 

 

４．調査結果 

（１）受動喫煙の防止 

官公庁の全ての施設（出先を含む）において建物内禁煙以上の規制を実施している市町村の割合

は 32.6%であった（図表２）。一方、学校全体における同割合は 72.1%であった。全ての官公庁施設

を敷地内禁煙としている市町村の割合は 9.3%であるのに対して、学校全体では 67.4%と高かった。 

市町村において建物内禁煙以上の規制を実施している割合を施設別にみると、官公庁では保健セ

ンターが最も高く 70.7%、それ以外の場所では 40%～60%であった（図表３）。学校における同割合

は 70～80%であった。敷地内禁煙に限ってみると官公庁では保健センターは 36.6%、それ以外の施

設は 10～20%であった。学校では建物内禁煙以上の割合と同様、70～80%であった。 

これらの官公庁および学校における建物内禁煙以上の規制は全て規則・通知によるものであった。 
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図表２ 府内市町村における受動喫煙防止の規制の実態 府内市町村における受動喫煙防止の規制

規則・通知
9.3%

規則・通知
23.3%

(N=43)

全て敷地内
禁煙
9.3%

敷地内禁煙か
建物内禁煙

23.3%

その他
67.4%

官公庁全体
（市役所・町役場、議会庁舎、保健センター、出先機関）

規則・通知
67.4%

規則・通知
4.7%

(N=43)

全て敷地内
禁煙

67.4%
敷地内禁煙か
建物内禁煙

4.7%

その他
27.9%

学校関係全体
（市町村立保育園、同幼稚園、小学校、中学校、高等学校）

全て敷地内禁煙 ： 全ての施設において敷地内禁煙の規制がある
敷地内禁煙か建物内禁煙 ： 全ての施設が敷地内禁煙ではないが、建物内禁煙か敷地内禁煙の規制がある

 

 

図表３ 府内市町村における受動喫煙防止の規制の実態 － 施設別 

9.3%

15.4%

36.6%

14.3%

9.5%

9.5%

46.5%

30.8%

34.1%

42.9%

38.1%

33.3%

44.2%

53.8%

29.3%

42.8%

52.4%

57.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市役所・町村役場

(N=43)

議会庁舎

(N=26)

保健センター

(N=41)

出先機関

（役場の出張所）

(N=35)

出先機関

（屋内施設）

(N=42)

出先機関

（屋外施設）

(N=42)

敷地内禁煙（規則・通知） 建物内禁煙（規則・通知） その他

75.6%

80.5%

79.1%

74.4%

75.0%

2.4%

2.3%

22.0%

19.5%

20.9%

23.3%

25.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保育所 (N=41)

幼稚園 (N=41)

小学校 (N=43)

中学校 (N=43)

高等学校 (N=4)

学校関係

府内市町村における受動喫煙防止の規制
官公庁

 

 

（２）禁煙支援・治療 

①各種保健事業における取り組み 

母子保健事業や各種集団健診における禁煙支援の取り組みについてみると、喫煙者全員に禁煙の

働きかけを実施している市町村の割合が高い事業は、妊婦向け教室 75.6%、母子健康手帳交付時

61.0%、国保の特定保健指導 52.5%、4 ヵ月健診 50.0%であった（図表４）。国保の特定健診、4ヵ月

健診を除く乳幼児健診、肺がん検診では 20～30%、肺がん検診を除くがん検診では 0～5%前後にす

ぎなかった（図表４）。 

上記の保健事業で喫煙者全員を対象に実施した禁煙支援の具体的内容についてみると、妊婦向け



4 

教室を除くほとんどの事業において個別指導を実施している市町村の割合が高く、60%以上を占め

た（図表５）。指導時間は 3分未満が多かった。 

 

図表４ 母子保健事業や各種集団健診の場での禁煙支援の取り組み 
保健事業の場での禁煙支援の取り組み

－母子保健事業や各種集団健診ー

61.0%

75.6%

50.0%

19.5%

22.0%

32.1%

52.5%

34.1%

19.5%

33.3%

43.9%

43.9%

25.0%

42.5%

4.9%

4.9%

16.7%

36.6%

34.1%

42.9%

5.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子健康手帳交付時(N=41)

妊婦向け教室(N=41)

4ヵ月健診(N=42)

1歳半健診(N=41)

3歳半健診(N=41)

国保特定健診(N=28)

国保特定保健指導(N=40)

喫煙者全員に実施 一部喫煙者に実施 未実施

 

保健事業の場での禁煙支援の取り組み
－母子保健事業や各種集団健診ー

26.3%

5.4%

2.9%

4.0%

34.2%

21.6%

22.9%

21.6%

16.1%

20.0%

39.5%

73.0%

74.2%

78.4%

83.9%

76.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

肺がん検診(N=38)

胃がん検診(N=37)

大腸がん検診(N=35)

乳がん検診(N=37)

子宮頸がん検診(N=31)

肝炎ウイルス検診(N=25)

喫煙者全員に実施 一部喫煙者に実施 未実施  

 

図表５ 喫煙者全員を対象に実施した禁煙支援の具体的内容 喫煙者全員を対象に実施した禁煙介入の内容

20.0%

3.2%

11.1%

14.3%

80.0%

9.7%

57.1%

87.5%

77.8%

77.8%

52.4%

80.0%

6.5%

9.5%

11.1%

33.3%

10.0%

80.6%

33.3%

12.5%

22.2%

10.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子健康手帳交付時(N=25)

妊婦向け教室(N=31)

４ヶ月健診(N=21)

１歳半健診(N=8)

３歳半健診(N=9)

国保特定健診(N=9)

国保特定保健指導(N=21)

肺がん検診(N=10)

3分以上の個別指導 3分未満の個別指導
個別指導と集団・グループ教育の併用 集団・グループ教育

（注） 喫煙者全員に禁煙支援を実施した市町村を母数とした  

 

図表には示していないが、個別健診を医師会等に委託している市町村については、禁煙支援の実
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施を受託機関に依頼しているかをたずねた。その結果、一部の喫煙者を対象にした禁煙支援を含め

ても、肺がん検診、妊婦健診、国保の特定健診で 2～3 割の市町村が禁煙支援の実施を依頼してい

るにとどまり、その他の保健事業においてはほとんどの市町村で禁煙の働きかけを依頼していなか

った。 

 

②たばこ対策事業としての取り組み 

たばこ対策事業としての禁煙支援では、「禁煙個別相談や禁煙教室」と「電話やメールによる禁

煙相談」を実施している市町村の割合が各々79.1%、76.7%と高かった（図表６）。「禁煙治療や禁煙

補助剤に対する費用補助」、「印刷教材やインターネットを活用した通信教育」を実施している市町村

はなかった。 

 

図表６ たばこ対策事業としての禁煙支援 府内市町村におけるたばこ対策事業としての禁煙支援

0.0%

0.0%

76.7%

79.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

印刷教材やインターネットを

活用した通信教育

禁煙治療や禁煙補助剤に

対する費用補助

電話やメールによる禁煙相談

禁煙個別相談や禁煙教室

(N=43)  

 

③禁煙治療へのアクセス 

禁煙治療へのアクセスとして、健康保険による禁煙治療の届出医療機関数を既存資料を用いて調

べた。大阪府全体における人口 10 万人あたりの届出医療機関数は 12.7 施設であった（図表７）。

各市町村の人口 10 万人あたりの届出医療機関数をみると、10 施設以上の市町村の割合が 58.1%で

過半数を占めた。 

次に、大阪府全体における全医療機関に占める届出医療機関の割合は 12.8%であった。各市町村

の割合をみると 10%以上の市町村の割合は 72.1%であった。なお、大阪府における届出医療機関の

割合を病院・診療所別にみると、病院 26.5%、診療所 11.9%であった（図表８）。 

禁煙治療へのアクセスのもう一つの指標である OTC 薬（一般用医薬品のニコチンガムやニコチン

パッチ）へのアクセスについては、既存の資料では取扱い薬局･薬店数の把握が困難であったため、

評価方法について今後再検討することとした。 
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図表７ 府内市町村における保険による禁煙治療へのアクセス 府内市町村における禁煙治療の届出医療機関数

20.9%

37.2%

30.2%

11.6%
15施設以上

5-10施設未満

5施設未満

10-15施設未満

10万人あたりの届出医療機関数

30.2%

41.9%

18.6%

9.3%
15%以上

10-15%未満

5-10%未満

5%未満

大阪府 12.7施設/10万人
全国 10.6施設/10万人

大阪府 12.8%
全国 12.5%

医療機関に占める届出医療機関の割合

【参考】

届出医療機関数 ： 日本禁煙学会ホームページ 「禁煙治療に保険が使える医療機関数と総計」(平成24年6月現在）
人口 ： 総務省統計局人口推計(平成23年10月現在）、ただし市町村別人口については大阪府ホーム

ページ 「大阪府の推計人口」(平成24年6月現在）
医療施設数 ： 厚生労働省 平成22年医療施設（動態）調査(平成22年10月現在）

（全国、大阪
府、府内市町村）

 

 

図表８ 大阪府における病院・診療所別の届出医療機関の割合 
大阪府における届出医療機関の割合

－病院・診療所別－
病院

11.9

%

診療所

（N=535) （N=8237)

全国* 24.6% 全国* 11.4%【参考】
* 日本禁煙学会ホームページ 「禁煙治療に保険が使える医療機関数と総計」
（平成24年6月末現在）より引用

26.5

%

 

 

（３）喫煙防止 

喫煙防止教育の実行状況をみると、全ての小学校および中学校で喫煙防止教育を実施している市

町村の割合は各々69.8%、72.1%であった（図表９）。喫煙防止のための委員会等を設置している市

町村の割合は 4.7%（2市町村）と低かった。 
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府内市町村におけるたばこに関する
情報提供・教育啓発

27.9%

95.3%

83.7%

95.3%

39.5%

51.2%

39.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 120.0%

講演会・セミナーなどの実施

健診等の保健事業で情報を提供

冊子やリーフレットの配布

ﾎﾟｽﾀｰの配布・掲示

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで情報を提供

広報誌で情報を提供

イベントの開催

(N=43)

図表９ 喫煙防止の取り組み 府内市町村における喫煙防止の取り組み

4.7%

設置している

委員会等の設置喫煙防止教育

69.8%

23.3%

6.9%

全ての学校で実施 一部の学校で実施
未実施（無回答を含む）

72.1

%

18.6

%

9.3%

小学校 中学校

（注）喫煙防止教育の定義は、「いずれかの学年で1コマ以上の授業時間を喫煙防止教育に焦点をあてて実施して
いる」とした。

 

 

なお、青少年のたばこ販売へのアクセスの指標であるコンビニエンスストアの数は、10km2 あた

り 0～48.9 店舗、人口 10 万人あたり 0～42.1 店舗で、市町村間で差がみられた。自動販売機への

アクセスについては、既存の資料ではたばこ自動販売機台数の把握が困難であったため、評価方法

について今後再検討することとした。 

 

（４）情報提供・教育啓発 

たばこに関する情報提供・教育啓発に関する事業の実施割合は、ポスターの配布・掲示 95.3%、

健診等の保健事業での情報提供 95.3%、冊子やリーフレットの配付 83.7%の順に高かった（図表１

０） 

 

図表１０ たばこに関する情報提供・教育啓発 
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（５）たばこ対策の推進体制 

たばこ対策推進委員会を設定している市町村の割合は 7.0%（3 市町村）と低く、たばこ対策関連

費用の支出は 46.5％、専任担当者の設置は 25.6%といずれも半数に満たなかった（図表１１）。 

 

図表１１ たばこ対策の推進体制 
府内市町村におけるたばこ対策の推進体制

7.0%

設定している

たばこ対策推進委員会の
設定 たばこ対策関連費用

支出した 25.6%

設置している

専任担当者の設置

46.5%

 

５．前回調査（平成 21年度）との比較 

  平成 21 年度の第 1回調査（平成 22年 3～5月実施）の結果と今回の調査結果を比較した。 

（１）受動喫煙の防止 

管内の全ての官公庁施設（出先を含む）または学校全体において、建物内禁煙以上の規制を実施

している市町村の割合には大きな変化がみられなかったが、規制の内容を敷地内禁煙に限ると、官

公庁全体では 7.0%、学校全体では 16.2%、各々増加した（図表１２）。 

 官公庁と学校の施設別にみると、建物内禁煙以上の割合に変化はみられなかったが、敷地内禁煙に

限ると官公庁および学校の全ての施設において増加傾向がみられた（図表１３）。 
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図表１２ 建物内禁煙以上の規制を実施している市町村の割合－前回との比較 受動喫煙防止の状況 - 前回調査との比較

9.3%

2.3%

23.3%

34.9%

平成23年度

(N=43)

平成21年度

(N=43)

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

官公庁全体
（市役所・町役場、議会
庁舎、保健センター、出
先機関）

学校関係全体
（市町村立保育園、同
幼稚園、小学校、中学
校、高等学校）

全て敷地内禁煙 ： 全ての施設において敷地内禁煙である
敷地内禁煙か建物内禁煙 ： 全ての施設が敷地内禁煙ではないが、建物内禁煙か敷地内禁煙である

67.4%

51.2%

4.7%

14.0%

平成23年度

(N=43)

平成21年度

(N=43)

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

全て敷地内禁煙 敷地内禁煙か建物内禁煙

 

 

図表１３ 建物内禁煙以上の規制を実施している市町村の割合－前回との比較 

2.3%

9.3%

2.3%

15.4%

30.2%

36.6%

2.3%

14.3%

9.5%

9.5%

51.2%

46.5%

41.9%

30.8%

44.2%

34.1%

41.9%

42.9%

38.1%

33.3%

0 0.2 0.4 0.6 0.8

平成21(N=43)

平成23(N=43)

平成21(N=43)

平成23(N=26)

平成21(N=43)

平成23(N=41)

平成21(N=43)

平成23(N=35)

平成23(N=42)

平成23(N=42)

敷地内禁煙 建物内禁煙 その他

市役所・町村役場

議会庁舎

保健センター

出先機関

役場の出張所

屋内施設

屋外施設

*

* 平成23年度の調査では、出先機関を役場の出張所、屋内施設、屋外施設の3つに分けて把握した。

受動喫煙防止の状況 - 前回調査との比較
官公庁

64.3%

75.6%

73.2%

80.5%

60.5%

79.1%

58.1%

74.4%

50.0%

75.0%

11.9%

2.4%

4.9%

11.6%

14.0%

2.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

平成 21(N=42)

平成 23(N=41)

平成 21(N=41)

平成 23(N=41)

平成 21(N=43)

平成 23(N=43)

平成 21(N=43)

平成 23(N=43)

平成 21(N=4)

平成 23(N=4)

保育所

幼稚園

小学校

中学校

高等学校

学校

 

 

（２）禁煙支援・治療 

①各種保健事業における取り組み 

母子保健事業や各種集団健診において、喫煙者全員に禁煙の働きかけを実施している市町村の割

合の変化をみると、母子健康手帳交付時、妊婦向け教室、国保の特定健診では約 10～15%増加、4

ヵ月健診、胃がん検診では 5%前後増加した（図表１４）。 
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図表１４ 喫煙者全員に禁煙支援を実施している市町村の割合－前回との比較 

48.8%

60.5%

46.2%

25.6%

27.5%

23.8%

61.0%

61.0%

75.6%

50.0%

19.5%

22.0%

32.1%

52.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

母子健康手帳

交付時

妊婦向け教室

4ヵ月健診

1歳半健診

3歳半健診

国保特定健診

国保特定

保健指導

平成21年度 平成23年度

保健事業における取り組み - 前回調査との比較
喫煙者全員に禁煙の働きかけを実施している市町村の割合

29.7%

0.0%

3.1%

5.9%

3.8%

4.8%

26.3%

5.4%

2.9%

0.0%

0.0%

4.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

肺がん検診

胃がん検診

大腸がん検診

乳がん検診

子宮頚がん検診

肝炎ウイルス

検診

(注)平成21年度調査では、外部機関に委託している健診やがん検診について把握漏れの可能性がある。平成23年度調査では、より正確に把握できるように
設問を改良した調査票を使用した。

（N=43)

（N=43)

（N=41)

（N=39)

（N=42)

（N=39)

（N=41)

（N=40)

（N=41)

（N=21)

（N=28)

（N=41)

（N=40)

（N=37)

（N=38)

（N=33)

（N=37)

（N=35)

（N=32)

（N=34)

（N=37)

（N=26)

（N=31)

（N=21)

（N=25)

（N=41)

 

 

②たばこ対策事業としての取り組み 

たばこ対策事業としての禁煙支援で実施割合の高い事業は、禁煙個別相談や禁煙教室、電話やメ

ールによる禁煙相談であり、前回調査と変わらなかった（図表１５）。 

 

図表１５ たばこ対策事業としての禁煙支援の取り組み－前回との比較 

83.7%

74.4%

0.0%

7.0%

79.1%

76.7%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

禁煙個別相談や禁煙教室

電話やメールによる禁煙相談

禁煙治療や禁煙補助剤に

対する費用補助

印刷教材やインターネットを

活用した通信教育
平成21年度

平成23年度

たばこ対策事業としての禁煙支援 - 前回調査との比較

 

 

③禁煙治療へのアクセス 

健康保険による禁煙治療へのアクセスについては、大阪府全体における人口 10 万人あたりの保

険による禁煙治療の届出医療機関数と全医療機関に占める届出医療機関の割合のいずれにおいて

も増加した（図表１６）。市町村別にみると、人口 10 万人あたりの届出医療機関数は 10 施設以上

の市町村の割合は 32.5%増加し、全医療機関に占める届出医療機関の割合が 10%以上の市町村の割

合は 37.2%増加した。 
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図表１６ 府内市町村における保険による禁煙治療へのアクセス－前回との比較 

 

20.9%

4.7%

37.2%

20.9%

30.2%

46.5%

11.6%

27.9%

平成23年度

平成21年度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

15施設以上 10-15施設未満 5-10施設未満 5施設未満

10万人あたりの保険による禁煙治療届出医療機関数

30.2%

11.6%

41.9%

23.3%

18.6%

46.5%

9.3%

18.6%

平成23年度

平成21年度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

15%以上 10-15%未満 5-10%未満 5%未満

保険による禁煙治療届出医療機関の割合

平成21年度 9.8施設
平成23年度12.7施設

保険による禁煙治療へのアクセス - 前回調査との比較

平成21年度 9.7%
平成23年度 12.8%

 

 

（３）喫煙防止 

 学校における喫煙防止教育の実施について、全ての学校で実施している市町村の割合をみると、

小学校では前回調査に比べて 9.3%増加したが、中学校では 2.3%増加にとどまった（図表１７）。喫

煙防止のための委員会等を設置している市町村の割合は低率にとどまった。 

 

図表１７ 喫煙防止の取り組み－前回との比較 

  

60.5%

69.8%

7.0%

69.8%

72.1%

4.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

全ての小学校で

喫煙防止教育を実施

全ての中学校で

喫煙防止教育を実施

喫煙防止のための

委員会等を設置
平成21年度

平成23年度

喫煙防止の取り組み - 前回調査との比較

（注）喫煙防止教育の定義は、「いずれかの学年で1コマ以上の授業時間を喫煙防止教育に焦点
をあてて実施している」とした。  

 

（４）情報提供・教育啓発 

 たばこに関する情報提供・教育啓発に関する事業に関して実施割合の高い事業は、健診等の保健

事業での情報提供や冊子やリーフレットの配布、ポスターの配布・掲示であり、前回調査と変わら

なかった（図表１８）。 
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図表１８ 情報提供・教育啓発－前回との比較 

  

18.6%

90.7%

90.7%

93.0%

37.2%

60.5%

37.2%

27.9%

95.3%

83.7%

95.3%

39.5%

51.2%

39.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

講演会・セミナーなどの実施

健診等の保健事業で情報の提供

冊子やリーフレットの配布

ポスターの配布・掲示

ホームページで情報を提供

広報誌で情報を提供

イベントの開催
平成21年度
平成23年度

情報提供・教育啓発- 前回調査との比較

 

 

（５）たばこ対策の推進体制 

 たばこ対策推進委員会を設定している市町村の割合は、増加したものの低い水準のままであった

（図表１９）。専任担当者の設置割合は変化がなく、たばこ対策関連費用を支出した割合は約 10%

減少した。 

 

図表１９ たばこ対策の推進体制－前回との比較 

  

0.0%

23.3%

55.8%

7.0%

25.6%

46.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

たばこ対策推進委員会の設定

専任担当者の設置

たばこ対策関連費用

平成21年度

平成23年度

たばこ対策の推進体制- 前回調査との比較

 

 

６．考察及びまとめ 

 「たばこ対策自己点検票」を用いて、平成 24年 3 月～4月にかけて、大阪府内 43市町村のたば

こ対策の実態把握を行い、全ての市町村から回答が得られた。 

 市町村における受動喫煙防止の規制については、官公庁関係の全ての施設において建物内禁煙以

上の規制を実施している市町村の割合は 32.6%、学校全体では 72.1%であった。敷地内禁煙に限

ってみると、官公庁では全ての施設を敷地内禁煙としている市町村の割合は 9.3%と低いのに対

して、学校では 67.4%と高かった。これらの官公庁および学校における建物内禁煙以上の規制は

全て規則・通知によるものであった。前回調査（平成 21 年度）と比較すると、管内の全ての官
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公庁施設（出先を含む）ならびに学校で建物内禁煙以上の規制を実施している市町村の割合はほ

ほ横ばいであったが、敷地内禁煙の規制に限ってみると官公庁施設、学校で各々7%、16%増加し

た。 

 母子保健事業や各種集団健診における禁煙支援の取り組みについては、喫煙者全員に禁煙の働き

かけを実施している市町村の割合が高い事業は、母子健康手帳交付時や妊婦向け教室、4ヵ月健

診、国保の特定保健指導であり、その割合は 50～80%であった。国保の特定健診、4 ヵ月健診を

除く乳幼児健診、肺がん検診では同割合は 20～30%、肺がん検診を除くがん検診では 0～5%前後

にすぎなかった。前回調査と比較すると、同割合は、母子健康手帳交付時、妊婦向け教室、国保

の特定健診では約 10～15%増加、4ヵ月健診、胃がん検診では 5%前後増加した。 

 たばこ対策事業としての禁煙支援で実施割合の高い事業は、個別相談や禁煙教室、電話やメール

による禁煙相談であり、約 80%の市町村が実施しており、前回の調査と同様の結果であった。 

 禁煙治療へのアクセスについては、人口 10 万人あたりの健康保険による禁煙治療の届出医療機

関数が 10～15 施設未満の市町村の割合が最も高かった（大阪府全体 12.7 施設）。また、全医療

機関に占める届出医療機関の割合では 10～15%未満の市町村の割合が最も高かった（大阪府全体

12.8%）。前回調査と比較すると、大阪府全体における人口 10 万人あたりの届出医療機関数と全

医療機関に占める届出医療機関の割合のいずれも増加した。市町村別にみると、人口 10 万人あ

たりの届出医療機関数が 10 施設以上の市町村の割合が約 30%増加、全医療機関に占める届出医

療機関の割合が 10%以上の市町村の割合が約 40%増加した。 

 喫煙防止については、喫煙防止教育を全ての小学校、中学校で実施している市町村の割合は各々

69.8%、72.1%であり、前回の調査と比べて小学校では約 10%増加した。喫煙防止のための委員会

等を設置している割合は低率にとどまった。なお、本調査における喫煙防止教育の定義は、「い

ずれかの学年で 1コマ以上の授業時間を喫煙防止教育に焦点をあてて実施している」とした。喫

煙をはじめ飲酒、薬物乱用については、学習指導要領の小学校「体育」、中学校「保健体育」にお

いて全ての小・中学校で学習することとなっており、単元の取扱い時間数については、各学校により

児童生徒の修得を図るため適切に決められている。本調査の喫煙防止教育については、「１コマ以上

の授業時間」と時間数について規定していることから本調査結果になったと考えられる。 

 たばこに関する情報提供・教育啓発に関して実施割合の高い事業は、健診等の保健事業での情報

提供や冊子やリーフレットの配布、ポスターの配布・掲示であり、約 90%の市町村が実施してお

り、前回の調査と同様の結果であった。 

 たばこ対策の推進体制については、たばこ対策推進委員会を設定している市町村の割合は前回よ

り少し増加したものの低率で、7%（3 市町村）にとどまった。専任担当者を設置している市町村

は 25.6%、たばこ対策関連費用の支出があった市町村は 46.5%で、前回と比べてたばこ対策関連

費用の支出があった市町村の割合が少し減少した。 

 なお、本調査はたばこ対策の自己点検票を用いた調査であり、府公表の調査とは集計方法や結果

が異なる場合がある。 
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１．府内市町村のたばこ規制・対策の実態一覧 

 

２．たばこ対策の自己点検票（市町村版） 
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表１ 受動喫煙防止の規制 

　　 【規制の方法及び内容の分類基準】
　規制の内容が敷地内禁煙であればA、建物内禁煙であればBに分類した。
　さらに、規制の方法が条例（罰則有）であれば++、条例（罰則無）であれば+をつけて示した。

 　　　敷地内禁煙を条例（罰則有）で規制 → A++ 　　条例（罰則無） → A+ 　　規則・通知 → A 　
　　　建物内禁煙を条例（罰則有）で規制 → B++ 　　条例（罰則無） → B+ 　　規則・通知 → B 
　　　その他（喫煙室を設けた空間分煙、無回答を含む） → ブランク 　
    　該当施設なし→－
ただし、官公庁全体、学校全体の分類基準は次のとおり
　　官公庁または学校において、全てA++　→　A++ 　　A++/A+のいずれか　→　A+ 　　A++/A+/Aのいずれか　→　A
　　A++/A+/A/B++のいずれか　→　B++ 　　A++/A+/A/B++/B+のいずれか　→　B+
　　A++/A+/A/B++/B+/Bのいずれか　→　B

出張所 屋内施設 屋外施設

1 大阪市 B - B B B B B A A A A A A
2 堺市 B B B B B A A A A A A
3 東大阪市 B B B B B A A A A A A
4 高槻市 -
5 池田市 B A B B B A A A A - A
6 箕面市 B B A A A A - A
7 豊能町 - B B B B A A A A - A
8 能勢町 - -
9 豊中市 -
10 吹田市 A A A A A A A A A A A - A
11 茨木市 B A A A A - A
12 摂津市 B - B B B B B A A A A - A
13 島本町 - - A A A A - A
14 枚方市 - B B A A A B - B
15 寝屋川市 A A A -
16 守口市 - B A A A - B
17 門真市 B - A A A A - A
18 四條畷市 A A A A A A A A A A A - A
19 大東市 B - A - B B B A A A A - A
20 交野市 B B B B B B B A A A A - A
21 八尾市 - -
22 柏原市 B B A B B B B A A A A - A
23 藤井寺市 B B B B B B B A A A A - A
24 松原市 B B A A A A A - A
25 羽曳野市 B B A B B A A A A - A
26 富田林市 B - B B B B B A A A A - A
27 河内長野市 A A A A A A A A A A A - A
28 大阪狭山市 A A A A A A A A A A A - A
29 太子町 B - B - B B B - A A A - A
30 河南町 - A A -
31 千早赤阪村 B B A B B B B - A A A - A
32 和泉市 A A A A A - A
33 泉大津市 B A A A A - A
34 高石市 - - -
35 忠岡町 B - - - A A A A - A
36 岸和田市 A
37 貝塚市 - B - A A A A - A
38 泉佐野市 B B A A A -
39 泉南市 B B A - B B B A A A A - A
40 阪南市 - -
41 熊取町 B - A B B A - A A - A
42 田尻町 B - A A 　 - A A A -
43 岬町 - - -

43 26 41 35 42 42 43 41 41 43 43 4 43

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

24 12 29 20 20 18 14 32 33 34 33 3 31
(55.8%) (46.2%) (70.7%) (57.1%) (47.6%) (42.9%) (32.6%) (78.0%) (80.5%) (79.1%) (76.7%) (75.0%) (72.1%)

4 4 15 5 4 4 4 31 33 34 32 3 29
(9.3%) (15.4%) (36.6%) (14.3%) (9.5%) (9.5%) (9.3%) (75.6%) (80.5%) (79.1%) (74.4%) (75.0%) (67.4%)

20 8 14 15 16 14 10 1 0 0 1 0 2
(46.5%) (30.8%) (34.1%) (42.9%) (38.1%) (33.3%) (23.3%) (2.4%) (0.0%) (0.0%) (2.3%) (0.0%) (4.7%)

(*)規制の内容が「喫煙室を設けた空間分煙」である場合は、規制なしとした。

母数

no
市町村名

官公庁 学校関係

市役所
町役場

議会
庁舎

保健
センター

出先機関
◆官公庁

全体
市町村立
保育園

市町村立
幼稚園

市町村立
小学校

市町村立
中学校

市町村立高
等学校

◆学校
全体

規
制
の
方
法
(*)

条例
（罰則有）

条例
（罰則無）

規則・
通知等

内
容

敷地内禁煙

建物内禁煙
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表２ 母子保健事業や各種集団健診の場での禁煙支援の取り組み 

　　 【実施状況の分類基準】
介入の内容（「3分未満の個別指導」「3分以上の個別指導」「集団教育・講義」「グループ学習」）にかかわらず、
喫煙者全員に実施しているか否かで分類した。
　　  喫煙者全員に実施 → A   　一部の喫煙者に実施 → B   　禁煙介入を実施していない → ブランク　
   　 該当の保健事業を実施していない → －

母子
手帳

交付時

妊婦
向け

教室

4ヵ月

健診

1歳半健

診

3歳半健

診

国保
特定

健診

国保
特定

保健
指導

肺がん

検診

胃がん

検診

大腸が

ん検診

乳がん

検診

子宮頸
がん

検診

1 大阪市 A A    A - Ｂ    -  
2 堺市 A A A B B - A - - - - - -
3 東大阪市 B B B B B B A - - B - -
4 高槻市 B A B B B A
5 池田市 A A A
6 箕面市 B B B   - B - - - - - -
7 豊能町             -
8 能勢町 A A     B       
9 豊中市 A A A B B A A A      
10 吹田市 - - -   - B    - - -
11 茨木市 A A B B B B B B B B B
12 摂津市 A A A A B A A A   A
13 島本町 A B B B B B B B
14 枚方市 B A B B B  A - - -
15 寝屋川市 - A A - -       
16 守口市 A A A B B A A A A    
17 門真市  A A   B       -
18 四條畷市 B B B B B B B B B B B B B
19 大東市 A A A A A - B - - - - - -
20 交野市 A A A A
21 八尾市 B A A A A A - A    -  
22 柏原市 B B B - - - A B - - - - -
23 藤井寺市 A A A B B - A     -
24 松原市 A A A A A A A A      
25 羽曳野市 A A B B B - B B B B -
26 富田林市 B A A B B - A B B B B - -
27 河内長野市 B A A A A - B     
28 大阪狭山市 B A B B B - A  
29 太子町 A A A   - A      -
30 河南町 A A A B B B A A    
31 千早赤阪村 A A B B B - B B     -
32 和泉市 A A B B B  A   -  - -
33 泉大津市 B A B B B B B B B B B - -
34 高石市 B B A A A - B B B B B B B
35 忠岡町 A A    A A A      
36 岸和田市 A A A - - B B B B B B B B
37 貝塚市 B A A A A - B - - - - - -
38 泉佐野市 B A B A -
39 泉南市 A     B B      
40 阪南市 A B A B B A A A B B B B B
41 熊取町 A - A A A A B
42 田尻町 A A A B B  A       
43 岬町 A B A A A A A A     

41 41 42 41 41 28 40 38 37 35 37 31 25

25 31 21 8 9 9 21 10 2 1 0 0 1
(61.0%) (75.6%) (50.0%) (19.5%) (22.0%) (32.1%) (52.5%) (26.3%) (5.4%) (2.9%) (0.0%) (0.0%) (4.0%)

14 8 14 18 18 7 17 13 8 8 8 5 5
(34.1%) (19.5%) (33.3%) (43.9%) (43.9%) (25.0%) (42.5%) (34.2%) (21.6%) (22.9%) (21.6%) (16.1%) (20.0%)

肝炎ウ
イルス
検診

母数(事業実施
市町村数)

喫煙者全員に実施

一部喫煙者に実施

no 市町村名

妊婦事業 乳幼児健診 特定健診 がん検診
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表３ たばこ対策事業としての禁煙支援の取り組みと禁煙治療へのアクセス 

　　 【禁煙治療へのアクセスの分類基準】
　　  上位20%まで → A   　上位20～40%まで → B   　

禁煙治療
や禁煙補
助剤に対
する費用

補助

禁煙個別
相談や禁
煙教室

電話や
メールによ
る禁煙相

談

印刷教材
やインター
ネットを活
用した通
信教育

届出医療
機関数

1 大阪市  〇 〇  479 17.9 A 13.5%
2 堺市  〇 〇  91 10.8 12.1%
3 東大阪市  〇 〇 41 8.1 9.6%
4 高槻市  〇 〇  28 7.9 9.8%
5 池田市  〇  16 15.5 A 14.0% B
6 箕面市  〇 〇  12 9.1 10.3%
7 豊能町     2 9.4 12.5%
8 能勢町  〇  0 0.0 0.0%
9 豊中市  〇 〇  40 10.2 9.4%
10 吹田市  〇 〇  36 10.0 11.3%
11 茨木市  〇 〇  33 11.9 13.9%
12 摂津市  〇 〇  10 11.8 17.5% B
13 島本町  〇 〇  1 3.3 4.2%
14 枚方市  〇 〇  36 8.8 11.7%
15 寝屋川市     23 9.6 11.8%
16 守口市  〇 〇  22 15.1 A 14.2% B
17 門真市   11 8.6 9.3%
18 四條畷市  〇 〇  6 10.5 16.7% B
19 大東市  〇 〇  11 8.7 12.5%
20 交野市  〇 〇  4 5.2 8.0%
21 八尾市  〇 〇  31 11.5 14.0% B
22 柏原市  〇 〇  11 14.9 B 20.4% A
23 藤井寺市  〇   10 15.1 A 13.0%
24 松原市  〇 〇  12 9.7 12.4%
25 羽曳野市  〇 〇  6 5.2 8.5%
26 富田林市  〇 〇  19 16.1 A 19.8% A
27 河内長野市  〇 〇  11 9.9 12.6%
28 大阪狭山市  〇 〇  8 13.8 B 14.8% B
29 太子町  〇 〇  0 0.0 0.0%
30 河南町  〇 〇  3 17.8 A 33.3% A
31 千早赤阪村  〇 〇  0 0.0 0.0%
32 和泉市  〇 〇  20 10.8 16.9% B
33 泉大津市  〇 〇  7 9.1 9.3%
34 高石市  〇 〇  7 11.9 B 12.5%
35 忠岡町     3 16.7 A 18.8% A
36 岸和田市  〇 〇  25 12.6 B 16.2% B
37 貝塚市    4 4.4 5.6%
38 泉佐野市  〇 〇 19 18.9 A 21.3% A
39 泉南市    9 14.1 B 20.9% A
40 阪南市  〇 〇  7 12.5 B 15.6% B
41 熊取町    6 13.4 B 17.6% A
42 田尻町     1 12.3 10.0%
43 岬町  〇 〇  3 17.7 A 25.0% A

0 34 33 0
(0.0%) (79.1%) (76.7%) (0.0%)

*1：届出医療機関数 － 日本禁煙学会HP禁煙治療に保険が使える医療機関数と総計(平成24年6月現在）
     人口 － 大阪府HP推計人口(平成24年2月現在）
     医療施設数 － 厚生労働省平成22年医療施設（動態）調査(平成22年10月現在）

実施している
市町村数と割合

no 市町村名

禁煙支援の取り組み 保険による禁煙治療へのアクセス(*1)

10万人
あたりの数

全医療機関
に占める割合
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表４ 喫煙防止の取り組みとたばこへのアクセス 

　　 【たばこへのアクセスの分類基準】
　　  下位20%まで → A   　下位20～40%まで → B   　

　　 【喫煙防止教育の実施状況の分類基準】
    全ての学校で実施 → A 　　一部の学校で実施 → B     未実施（無回答を含む） → ブランク
    　※市町村立高等学校について　　該当施設なし→－

コンビニ
エンス

ストア数

1 大阪市 1086 48.9 40.8
2 堺市 213 14.2 25.4 A A A
3 東大阪市 144 23.3 28.5 B B B
4 高槻市 82 7.8 23.2 B A A -
5 池田市 33 14.9 31.5 B B -
6 箕面市 31 6.5 24.1 A A -
7 豊能町 2 0.6 A 8.9 A B A -
8 能勢町 2 0.2 A 16.8 A -
9 豊中市 ○ 90 24.6 23.2 B B B -
10 吹田市 86 23.8 24.2 A A -
11 茨木市 75 9.8 27.4 B B -
12 摂津市 31 20.8 37.0 A A -
13 島本町 6 3.6 B 20.7 B A A -
14 枚方市 85 13.1 20.9 B A A -
15 寝屋川市 60 24.3 25.2 A A -
16 守口市 44 34.6 30.0 A A -
17 門真市 54 44.0 42.1 B B -
18 四條畷市 15 8.0 26.1 A A -
19 大東市 ◎ 31 17.0 24.7 A A -
20 交野市 20 7.8 25.8 B -
21 八尾市 64 15.3 23.6 B A A -
22 柏原市 12 4.7 B 16.0 A A A -
23 藤井寺市 18 20.2 27.4 A A -
24 松原市 28 16.8 22.5 B B B -
25 羽曳野市 23 8.7 19.6 B A A -
26 富田林市 24 6.1 B 19.9 B A A -
27 河内長野市 20 1.8 A 17.7 A A A -
28 大阪狭山市 16 13.5 27.5 A A -
29 太子町 5 3.5 A 34.9 A A -
30 河南町 6 2.4 A 34.7 A A -
31 千早赤阪村 0 0.0 A 0.0 A A A -
32 和泉市 44 5.2 B 24.2 A A -
33 泉大津市 19 14.7 24.5 A A -
34 高石市 10 8.8 16.7 A -
35 忠岡町 6 14.9 34.0 A A -
36 岸和田市 57 7.9 28.6 A A
37 貝塚市 24 5.5 B 26.5 A A -
38 泉佐野市 30 5.5 B 30.0 A A -
39 泉南市 19 3.9 B 29.4 B B -
40 阪南市 12 3.3 A 21.2 B B B -
41 熊取町 8 4.6 B 17.8 A A A -
42 田尻町 3 6.0 B 38.0 A A -
43 岬町 2 0.4 A 11.3 A A A -

43 43 4

30 31 1
(69.8%) (72.1%) (25.0%)

10 8 1
(23.3%) (18.6%) (25.0%)

*1：コンビニエンスストア数は経済産業省平成19年商業統計調査より

no 市町村名

青少年の喫
煙防止のた
めの委員会
等の設置

青少年のたばこへのアクセス 喫煙防止教育の実施状況(*2)

コンビニエンス
ストアへのアクセス(*1)

小学校 中学校
高等
学校

10k㎡
あたり

10万人
あたり

*2：喫煙防止教育の定義は、「いずれかの学年で1コマ以上の授業時間を喫煙防止教育に焦点をあてて実施し
ている」とした。

母数

全ての学校で実施し
ている割合

一部の学校で実施し
ている割合
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表５ 情報提供の取り組み 

no 市町村名
講演会・

セミナー等
の実施

健診等の
保健事業
で情報を

提供

冊子や
リーフレッ

ト
の配布

ﾎﾟｽﾀｰの
配布・
掲示

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ
で情報を

提供

広報誌で
情報を
提供

イベントの
開催

1 大阪市 〇 〇 〇 〇 〇  
2 堺市 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
3 東大阪市 〇 〇 〇 〇 〇
4 高槻市 〇 〇 〇 〇 〇
5 池田市 〇 〇 〇
6 箕面市 〇 〇 〇 〇 〇
7 豊能町 〇
8 能勢町 〇 〇 〇
9 豊中市 〇 〇 〇 〇 〇
10 吹田市 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
11 茨木市 〇 〇 〇
12 摂津市 〇 〇 〇 〇
13 島本町 〇 〇 〇 〇
14 枚方市 〇 〇 〇 〇
15 寝屋川市 〇 〇 〇 〇
16 守口市 〇 〇 〇 〇
17 門真市 〇 〇 〇
18 四條畷市 〇 〇 〇
19 大東市 〇 〇 〇 〇
20 交野市 〇 〇 〇 〇 〇
21 八尾市 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
22 柏原市 〇 〇
23 藤井寺市 〇 〇 〇
24 松原市 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
25 羽曳野市 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
26 富田林市 〇 〇 〇 〇 〇 〇
27 河内長野市 〇 〇 〇 〇 〇
28 大阪狭山市 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
29 太子町 〇 〇 〇 〇 〇
30 河南町 〇 〇 〇 〇 〇
31 千早赤阪村 〇 〇 〇 〇 〇
32 和泉市 〇 〇 〇 〇 〇
33 泉大津市 〇 〇 〇 〇
34 高石市 〇 〇 〇
35 忠岡町 〇 〇 〇
36 岸和田市 〇 〇 〇 〇 〇
37 貝塚市 〇 〇
38 泉佐野市 〇 〇 〇 〇 〇
39 泉南市
40 阪南市 〇 〇 〇 〇
41 熊取町 〇 〇 〇
42 田尻町 〇 〇
43 岬町 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

27.9% 95.3% 83.7% 95.3% 39.5% 51.2% 39.5%実施割合
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表６ たばこ対策の推進体制 

　　  たばこ対策予算から執行→ ◎   　他の事業から充当 → ○   　

1 大阪市  ◎
2 堺市  1 〇 健康さかい21

3 東大阪市  ◎
4 高槻市  1 ◎
5 池田市  2 ◎
6 箕面市  1
7 豊能町  
8 能勢町  
9 豊中市 ○ ○ 健康教育費

10 吹田市 ○
11 茨木市  4 〇 健康づくり推進事業費

12 摂津市  
13 島本町  
14 枚方市  
15 寝屋川市  
16 守口市  
17 門真市  2
18 四條畷市  1
19 大東市  ◎
20 交野市  
21 八尾市  2 ◎
22 柏原市  ◎
23 藤井寺市  
24 松原市  2 〇 健康教育事業

25 羽曳野市  〇 保健事業費

26 富田林市  
27 河内長野市  〇 健康啓発事業

28 大阪狭山市 ○ ○ 健康大阪さやま21計画推進事業・がん検診事業

29 太子町  ○ 健康展

30 河南町  ◎
31 千早赤阪村  
32 和泉市  ◎ + 健康まつり実行委員会

33 泉大津市  
34 高石市  
35 忠岡町  
36 岸和田市  ○ 健康増進事業、母子保健事業等

37 貝塚市  
38 泉佐野市  1 ◎
39 泉南市  
40 阪南市  
41 熊取町  
42 田尻町  1
43 岬町  ◎

46.5%

たばこ対策費用

支出の
有無

充当元の事業

実施割合

no 市町村名
委員会
の設置

専任
担当者

数
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２．たばこ対策の自己点検票（市町村版） 
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